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(百万円未満切捨て)
１．平成28年３月期の業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期 3,315 △11.9 △73 － △66 － △58 －

27年３月期 3,764 1.1 72 72.8 95 117.6 72 △20.5
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　28年３月期 △2.51 － △2.8 △1.5 △2.2

　27年３月期 3.12 － 3.6 2.1 1.9

(参考) 持分法投資損益 　28年３月期 －百万円 27年３月期 －百万円
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　28年３月期 4,191 1,985 47.4 85.60

　27年３月期 4,602 2,114 45.9 91.13

(参考) 自己資本 　28年３月期 1,985百万円 27年３月期 2,114百万円
　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

　28年３月期 231 △0 △192 303

　27年３月期 △150 △123 △57 264

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

28年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

29年３月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

　

３．平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 3,445 3.9 40 ― 35 ― 60 ― 2.59
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期 23,380,012 株 27年３月期 23,380,012 株

② 期末自己株式数 28年３月期 183,409 株 27年３月期 181,498 株

③ 期中平均株式数 28年３月期 23,197,293 株 27年３月期 23,200,278 株

　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続が実施中です。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分

析」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当事業年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）におけるわが国経済は、12月までは、政府の経済政策や日銀の

金融緩和策を背景に輸出企業を中心とした企業業績の回復や雇用・所得環境に改善がみられ、景気は緩やかな回復が続

いておりましたが、米国の利上げ後、平成28年１月に入り、低迷している新興国からの投資資金の流出や現地通貨安に

拍車がかかり、加えて原油等の国際商品価格の下落や中国経済の減速による世界同時株安、急速な円高が進み、これら

の対策として日銀がマイナス金利政策を導入しましたが、即効的な効果が見られず、日本経済を取り巻く環境は一層厳

しさを増しております。

　このような状況下、当社は安定した利益の確保を最重要課題に掲げ、売上高の確保及び材料歩留改善、生産性改善、

購入価格低減、固定費削減等の原価低減活動に注力しましたが、太陽光パネル等の製造方法の変革に伴う消耗資材の販

売減少、顧客の在庫調整による自動車用部品販売の減少や原材料価格の下落等により、売上高は、前期3,764百万円に対

し11.9％減の3,315百万円となりました。

損益面は、鋭意、原価低減活動に努めましたが、売上の減少をカバーすることができず、また原材料価格の下落に伴

う在庫評価減により、営業損失73百万円（前期 営業利益72百万円）、経常損失66百万円（前期 経常利益95百万円）、

当期純損失58百万円（前期 当期純利益72百万円）となりました。

　セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。

（電気・電子）

　タングステン・モリブデン製品は、モリブデン製品の減少に対し、タングステン製品の拡販に努めましたが、売上高

は、前期比73百万円減の1,595百万円（前期 1,669百万円）となりました。

合金及び電気・電子部品は、光通信用製品の拡販により、売上高は、前期比70百万円増の528百万円（前期 457百万

円）となりました。

その他製品は、太陽光パネル用の消耗資材販売の減少及び顧客の在庫調整による自動車用部品販売の減少により、売

上高は、前期比453百万円減の767百万円（前期 1,220百万円）と大幅な減少となりました。

この結果、電気・電子合計の売上高は、前期比456百万円減の2,890百万円（前期 3,346百万円）、営業損失は82百万

円（前期 営業利益52百万円）となりました。

（超硬合金）

　超硬合金は概ね堅調に推移し、売上高は424百万円（前期 417百万円）となり、営業利益は8百万円（前期 20百万

円）となりました。

②次期の業績見通し

　次期におけるわが国経済は、政府や日銀の諸政策により、引き続き緩やかな回復を続けるものと予測しておりますが、

消費者マインドに弱さがあり、中国を始めとする海外経済の下振れや円高基調による企業業績悪化等により、更に厳し

い環境となる懸念もあります。

当社事業分野では、光通信用製品の販売は世界的なモバイル化の進展により、超硬合金も、オリンピック、リニア新

幹線の需要で堅調に推移すると計画しています。また、自動車部品販売も顧客の在庫調整が終わり、増加に転じると予

測しております。

一方、タングステン・モリブデン製品は道路照明や投光照明へのＬＥＤ化の拡大による販売減少を予測しております。

　なお、平成28年６月１日に現行の退職給付制度の一部を確定拠出年金制度へ移行することにより、退職給付会計の終

了損益として特別利益約30百万円の計上を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

　①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産は2,504百万円（前事業年度末 2,792百万円）となり、288百万円減少しました。

　主たる要因は、売掛金248百万円の減少及び現金及び預金41百万円の減少によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産は1,687百万円（前事業年度末 1,809百万円）となり、122百万円減少しました。
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　主たる要因は、投資有価証券110百万円の減少によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債は1,204百万円（前事業年度末 1,654百万円）となり、449百万円減少しました。

　主たる要因は、短期借入金390百万円の減少及び買掛金73百万円の減少によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債は1,001百万円（前事業年度末 833百万円）となり、167万円増加しました。

　主たる要因は、長期借入金192百万円の増加によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産は1,985百万円（前事業年度末 2,114百万円）となり、128百万円減少しました。

　主たる要因は、当期純損失58百万円の計上及び株価の下落に伴う評価・換算差額等69百万円の減少によるものであり

ます。

　②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ38百万円増加し、303百

万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は231百万円の増加（前事業年度は150百万円の減少）となりました。

　主な要因は、税引前当期純損失51百万円（資金の減少）、減価償却費105百万円（資金の増加）、売上債権の減少224

百万円（資金の増加）であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は0百万円の減少（前事業年度は123百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は 192百万円の減少（前事業年度は57百万円の減少）となりました。

　主な要因は、有利子負債の純減少額138百万円、リース債務の返済による支出38百万円、利息の支払15百万円でありま

す。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期
平成28年３月期
(当事業年度)

自己資本比率（％） 49.9 46.6 46.6 45.9 47.4

時価ベースの自己資本比率
（％）

42.9 40.2 64.1 69.6 59.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

3.0 ― 389.5 ― 4.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

16.0 ― 0.2 ― 15.1

　 （注） １．下記の方法で算出しております。

　 自己資本比率 自己資本/総資産

　 時価ベースの自己資本比率 株式時価総額/総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 有利子負債/営業キャッシュ・フロー

　 インタレスト・カバレッジ・レシオ 営業キャッシュ・フロー/利払い

　 ２．株式時価総額 期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）

　 ３．有利子負債 期末日における借入金残高であります。

　 ４．営業キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー計算書における「営業活動による

　 キャッシュ・フロー」であります。

　 ５．利払い キャッシュ・フロー計算書における「利息の支払額」

　 であります。

　 ６．平成25年３月期及び平成27年３月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのためキャッシュ・フロー

　 対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。

決算短信（宝印刷） 2016年05月12日 15時18分 5ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



東邦金属株式会社(5781) 平成28年３月期 決算短信

4

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は事業活動から得られた成果の配分を重要な経営課題としており、業績を反映した株主各位への利益還元を

重視する一方、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実を総合的に勘案し、利益配当の額を決定することを

基本方針としております。

　当期は、当期純損失の計上となり、誠に遺憾でありますが、引き続き無配とさせていただきます。

　次期の業績予想につきましては、サマリー情報「平成29年３月期の業績予想」に記載しておりますが、十分な配

当原資の確保には至らない見通しであり、次期の配当につきましても無配の予定とさせていただきます。

（４）事業等のリスク

最近の有価証券報告書（平成27年６月26日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないため、開示

を省略いたします。

２．企業集団の状況

直近の有価証券報告書（平成27年６月26日提出）における「事業系統図」（事業の内容）及び「関係会社の

状況」から重要な変更がないため、開示を省略いたします。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針、（２）目標とする経営指標、（３）中長期的な会社の経営戦略

平成27年３月期決算短信（平成27年５月14日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略いたします。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ウェブサイト）

http://www.tohokinzoku.co.jp

(東京証券取引所ウェブサイト（上場会社情報検索ページ））

http://www.jpx.co.jp/listing/co-search/index.html

　

（４）会社の対処すべき課題

適正な利益を継続的に確保すべく、以下の重点政策に取り組んで参ります。

①販売力・購買力の強化

・新規製品の販売活動の強化及び既存製品の拡販。

・価格競争力を高め、利益基盤を強化するためグローバルでの最適購買を目指す。

②モノづくり力を高める

・工法改革、ロボット導入、作業管理の強化による生産性の向上。

・納期短縮改善及び顧客迷惑度“0”の品質を目指し、顧客信頼度を高める。

③技術・開発力の向上

・開発マネジメントの強化を図り、研究開発効率を高める。

・販売活動と連動した戦略的商品の開発により拡販に貢献する。

・市場ニーズを先取りした商品開発。

④企業価値の向上

・ガバナンスの強化及び内部統制の強化。

・安全、安心な快適職場を目指す。

・人、地域、地球にやさしいＥＣＯライフの実現。

　

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準の財務諸表を作成する方針を採

っております。

　今後につきましては、国内同業他社の国際会計基準の適用動向及び外国人株主比率の推移等を踏まえ、国際会計

基準の適用について検討を進めていく方針であります。

決算短信（宝印刷） 2016年05月12日 15時18分 6ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



東邦金属株式会社(5781) 平成28年３月期 決算短信

5

５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 344,188 303,180

受取手形 237,871 261,479

売掛金 1,113,298 865,042

商品及び製品 107,783 122,682

仕掛品 628,115 621,552

原材料及び貯蔵品 342,362 306,752

前払費用 26,204 27,708

その他 4,532 6,128

貸倒引当金 △11,495 △9,918

流動資産合計 2,792,862 2,504,610

固定資産

有形固定資産

建物 1,302,841 1,306,277

減価償却累計額 △1,161,589 △1,172,713

建物（純額） 141,252 133,563

構築物 173,664 171,564

減価償却累計額 △161,396 △160,447

構築物（純額） 12,268 11,117

機械及び装置 4,378,093 4,370,123

減価償却累計額 △4,300,758 △4,277,475

機械及び装置（純額） 77,334 92,647

車両運搬具 8,233 7,815

減価償却累計額 △8,233 △7,815

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 695,405 674,532

減価償却累計額 △658,775 △641,608

工具、器具及び備品（純額） 36,629 32,924

土地 782,785 782,785

リース資産 241,109 218,101

減価償却累計額 △132,544 △136,036

リース資産（純額） 108,565 82,065

建設仮勘定 3,452 －

有形固定資産合計 1,162,287 1,135,104

無形固定資産

ソフトウエア 5,011 5,495

ソフトウエア仮勘定 － 12,030

リース資産 5,584 4,997

電話加入権 4,084 4,084

無形固定資産合計 14,679 26,607

投資その他の資産

投資有価証券 499,618 389,181

関係会社株式 16,435 16,435

従業員に対する長期貸付金 3,907 3,847

長期前払費用 8,620 3,320

その他 115,946 124,725

貸倒引当金 △12,055 △12,050

投資その他の資産合計 632,472 525,459

固定資産合計 1,809,440 1,687,171

資産合計 4,602,302 4,191,782
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(単位：千円)

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 102,086 147,966

買掛金 288,960 215,666

短期借入金 820,000 430,000

1年内返済予定の長期借入金 133,652 192,552

リース債務 35,372 33,281

未払金 162,590 92,431

未払法人税等 13,267 12,247

未払費用 20,102 21,252

前受金 9,726 101

預り金 5,869 6,310

賞与引当金 48,721 46,846

設備関係支払手形 14,162 6,148

流動負債合計 1,654,510 1,204,806

固定負債

長期借入金 333,241 525,689

リース債務 69,723 44,140

繰延税金負債 82,189 48,607

退職給付引当金 276,353 295,245

役員退職慰労引当金 49,865 61,165

環境対策引当金 14,512 15,701

資産除去債務 7,884 10,791

固定負債合計 833,769 1,001,341

負債合計 2,488,280 2,206,148

純資産の部

株主資本

資本金 2,531,828 2,531,828

資本剰余金

その他資本剰余金 237,794 237,794

資本剰余金合計 237,794 237,794

利益剰余金

繰越利益剰余金 △880,729 △939,013

利益剰余金合計 △880,729 △939,013

自己株式 △26,260 △26,546

株主資本合計 1,862,633 1,804,063

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 251,389 181,570

評価・換算差額等合計 251,389 181,570

純資産合計 2,114,022 1,985,633

負債純資産合計 4,602,302 4,191,782
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（２）損益計算書

(単位：千円)
第65期

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 3,764,391 3,315,165

売上原価

製品期首たな卸高 105,700 107,783

当期製品製造原価 2,925,809 2,865,291

当期商品仕入高 253,745 6,260

他勘定受入高 7,353 22,632

合計 3,292,608 3,001,967

他勘定振替高 9,627 3,689

製品期末たな卸高 107,783 122,682

売上原価合計 3,175,197 2,875,595

売上総利益 589,193 439,569

販売費及び一般管理費

役員報酬 53,591 67,104

従業員給料及び手当 201,023 194,620

賞与引当金繰入額 11,482 11,482

役員退職慰労引当金繰入額 10,700 11,300

貸倒引当金繰入額 2,661 △1,571

退職給付費用 19,610 18,342

減価償却費 19,875 21,256

その他 197,332 190,941

販売費及び一般管理費合計 516,276 513,476

営業利益又は営業損失（△） 72,917 △73,906

営業外収益

受取利息及び配当金 12,698 14,328

為替差益 13,008 4,824

補助金収入 10,092 2,883

その他 14,293 1,990

営業外収益合計 50,092 24,025

営業外費用

支払利息 20,021 15,369

支払手数料 3,345 -

その他 4,091 1,066

営業外費用合計 27,458 16,435

経常利益又は経常損失（△） 95,551 △66,317

特別利益

投資有価証券売却益 - 14,993

固定資産売却益 1,093 -

特別利益合計 1,093 14,993

特別損失

環境対策費 14,512 -

特別損失合計 14,512 -

税引前当期純利益又は税引前当期純損失
（△）

82,131 △51,323

法人税、住民税及び事業税 10,039 7,207

法人税等調整額 △382 △247

法人税等合計 9,657 6,959

当期純利益又は当期純損失（△） 72,474 △58,283
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（３）株主資本等変動計算書

　第65期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △903,146 △903,146

会計方針の変更による
累積的影響額

△50,058 △50,058

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

2,531,828 237,794 237,794 △953,204 △953,204

当期変動額

当期純利益又は当期純
損失（△）

72,474 72,474

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 72,474 72,474

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △880,729 △880,729

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △25,659 1,840,817 165,777 165,777 2,006,594

会計方針の変更による
累積的影響額

△50,058 △50,058

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

△25,659 1,790,759 165,777 165,777 1,956,536

当期変動額

当期純利益又は当期純
損失（△）

72,474 72,474

自己株式の取得 △600 △600 △600

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

85,611 85,611 85,611

当期変動額合計 △600 71,874 85,611 85,611 157,485

当期末残高 △26,260 1,862,633 251,389 251,389 2,114,022
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第66期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △880,729 △880,729

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

2,531,828 237,794 237,794 △880,729 △880,729

当期変動額

当期純利益又は当期純
損失（△）

△58,283 △58,283

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― △58,283 △58,283

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △939,013 △939,013

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △26,260 1,862,633 251,389 251,389 2,114,022

会計方針の変更による
累積的影響額

― ―

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

△26,260 1,862,633 251,389 251,389 2,114,022

当期変動額

当期純利益又は当期純
損失（△）

△58,283 △58,283

自己株式の取得 △286 △286 △286

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△69,818 △69,818 △69,818

当期変動額合計 △286 △58,569 △69,818 △69,818 △128,388

当期末残高 △26,546 1,804,063 181,570 181,570 1,985,633
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
第65期

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 82,131 △51,323

減価償却費 89,946 105,494

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,017 △1,582

賞与引当金の増減額（△は減少） 788 △1,875

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,631 18,891

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,500 11,300

環境対策引当金の増減額（△は減少） 14,512 1,189

受取利息及び受取配当金 △12,698 △14,328

固定資産売却損益（△は益） △1,093 －

投資有価証券売却損益（△は益） △99 △14,993

支払利息 20,021 15,369

固定資産除却損 37 140

売上債権の増減額（△は増加） △288,117 224,647

たな卸資産の増減額（△は増加） △130,418 27,273

仕入債務の増減額（△は減少） △17,137 △27,413

その他 84,377 △50,270

小計 △142,599 242,519

法人税等の支払額 △9,318 △10,903

法人税等の還付額 1,358 365

営業活動によるキャッシュ・フロー △150,559 231,981

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △80,000 －

定期預金の払戻による収入 － 80,000

有形固定資産の取得による支出 △59,365 △90,333

有形固定資産の売却による収入 2,000 －

無形固定資産の取得による支出 － △15,433

投資有価証券の取得による支出 △1,040 △360

投資有価証券の売却による収入 10,432 22,627

利息及び配当金の受取額 12,698 14,328

その他 △8,512 △11,140

投資活動によるキャッシュ・フロー △123,786 △312

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 △390,000

長期借入れによる収入 490,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △455,807 △198,652

リース債務の返済による支出 △41,932 △38,034

利息の支払額 △18,894 △15,407

自己株式の取得による支出 △600 △286

財務活動によるキャッシュ・フロー △57,235 △192,380

現金及び現金同等物に係る換算差額 406 △296

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △331,175 38,991

現金及び現金同等物の期首残高 595,364 264,188

現金及び現金同等物の期末残高 264,188 303,180
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品及び製品、仕掛品

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

３ デリバティブ

時価法

４ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については、定額法。

なお、電気・電子部品生産設備の一部については当社所定の耐用年数(３年)によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７年～38年

機械及び装置 ３年～７年

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。
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役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては、支給見込がないため計上しておりません。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金

役員退職金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

環境対策引当金

環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度における支出見込額を計上しております。

６ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日直物為替相場により、円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

７ ヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。但し、ヘッジ有効性がない取引については評価差額を損益と

して処理しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており

ます。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

(ハ)ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替相

場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内に満期日の到来する流動性の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。
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９ その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更)

(損益計算書関係)

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、営業外収益総額の100分

の10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「受取保険金」9,154千円、「その

他」5,138千円は、「その他」14,293千円として組み替えております。

　

(追加情報)

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会

で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消

されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.22％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成

28年4月１日から平成30年３月31日までのものは30.81％、平成30年４月１日以降のものについては30.58％にそれぞ

れ変更されております。

　この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

工場財団

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

科目

　提供している担保

　 建物 26,956千円 24,029千円

　 構築物 9,958千円 9,234千円

　 機械及び装置 5,458千円 5,319千円

　 土地 510,445千円 510,445千円

計 552,819千円 549,029千円

　借入債務等

　 １年内返済予定の長期借入金 93,403千円 152,681千円

　 長期借入金 266,388千円 423,624千円

計 359,791千円 576,305千円
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その他

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

科目

　提供している担保

　 建物 6,534千円 5,864千円

　 構築物 35千円 27千円

　 土地 272,339千円 272,339千円

　 投資有価証券 302,069千円 227,707千円

計 580,978千円 505,939千円

　借入債務等

　 １年内返済予定の長期借入金 40,249千円 39,871千円

　 長期借入金 66,853千円 102,065千円

計 107,102千円 141,936千円

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく

事業年度末日の借入実行残高は次のとおりであります。

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

当座貸越極度額
及び貸出コミットメントの総額

1,350,000千円 1,250,000千円

借入実行残高 820,000千円 430,000千円

差引額 530,000千円 820,000千円

　

※３ 関係会社に対する資産及び負債

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

売掛金 －千円 216千円

買掛金 4,466千円 4,893千円

支払手形 －千円 6,501千円

(損益計算書関係)

※１ 他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

仕掛品廃棄損及び評価損等 7,353千円 22,632千円

上記の評価損等のうち、通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額が第65期は

12,385千円、第66期は16,617千円含まれております。

　

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

原材料及び貯蔵品への振替 7,989千円 1,500千円

販売費及び一般管理費への振替 1,638千円 2,169千円

その他 －千円 19千円

　

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 9,389千円 20,548千円
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※４ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費の金額は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

57,581千円 65,125千円

　

※５ 各科目に含まれている関係会社に対する営業外収益は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

受取利息及び配当金 2,948千円 2,948千円

※６ 固定資産売却益

固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械及び装置 1,093千円 －千円

　

※７ 環境対策費

環境対策費の内訳は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

PCB処理費用（低濃度） 14,512千円 －千円

　上記の費用のうち、第65期における環境対策引当金繰入額は14,512千円であります。

(株主資本等変動計算書関係)

第65期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,380,012 ― ― 23,380,012

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 176,475 5,023 ― 181,498

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 5,023株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　 該当事項はありません。
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第66期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,380,012 ― ― 23,380,012

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 181,498 1,911 ― 183,409

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 1,911株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　 該当事項はありません。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係は次のとおりであります。

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 344,188千円 303,180千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,000千円 －千円

現金及び現金同等物 264,188千円 303,180千円

(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

・有形固定資産

主として、各事業所におけるコンピュータ(工具、器具及び備品)、及び生産設備(機械及び装置)であります。

・無形固定資産

主として、人事給与システム（ソフトウェア）であります。

②リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料は次のとおりであります。

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

１年以内 13,931千円 14,247千円

１年超 4,208千円 8,100千円

合計 18,139千円 22,347千円
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

　第65期（平成27年３月31日）

区分
貸借対照表日におけ
る貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　株式 496,949 164,760 332,188

　債券

　その他 － － －

小計 496,949 164,760 332,188

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　株式 － － －

　債券

　その他 － － －

小計 － － －

合計 496,949 164,760 332,188

(注) 非上場株式(関係会社株式16,435千円、投資有価証券2,668千円)については、時価を把握することが極

めて困難であるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　第66期（平成28年３月31日）

区分
貸借対照表日におけ
る貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　株式 386,103 157,057 229,046

　債券

　その他 － － －

小計 386,103 157,057 229,046

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　株式 408 420 △11

　債券

　その他 － － －

小計 408 － －

合計 386,512 157,477 229,035

(注) 非上場株式(関係会社株式16,435千円、投資有価証券2,668千円)については、時価を把握することが極

めて困難であるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２ 事業年度中に売却したその他有価証券

　第65期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
（千円)

売却損の合計額
(千円)

　株式 217 99 －

　債券

　その他 10,215 － －

合計 10,432 99 －

　第66期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
（千円)

売却損の合計額
(千円)

　株式 22,772 14,993 －

　債券

　その他 － － －

合計 22,772 14,993 －

(退職給付関係)

　１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び複数事業主制度の厚生年金基金

制度を設けております。

確定給付企業年金制度（積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給してお

ります。退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しております。

なお、複数事業主制度の厚生年金基金制度は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することがで

きないため、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　

　２．確定給付制度

　(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
（千円）

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

退職給付債務の期首残高 635,213 726,063

会計方針の変更による累積的影響額 50,058 －

会計方針の変更を反映した期首残高 685,271 726,063

勤務費用 40,997 42,270

利息費用 6,989 5,227

数理計算上の差異の発生額 18,625 88,230

退職給付の支払額 △25,820 △11,363

退職給付債務の期末残高 726,063 850,428

　

　(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
（千円）

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

年金資産の期首残高 363,073 409,637

期待運用収益 7,261 8,192

数理計算上の差異の発生額 15,372 △16,699

事業主からの拠出額 42,043 35,513

退職給付の支払額 △18,114 △7,916

年金資産の期末残高 409,637 428,727
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　(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
（千円）

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 508,271 595,326

年金資産 △409,637 △428,727

98,633 166,598

非積立型制度の退職給付債務 217,792 255,102

未積立退職給付債務 316,425 421,700

未認識数理計算上の差異 △40,072 △126,454

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 276,353 295,245

退職給付引当金 276,353 295,245

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 276,353 295,245

　

　(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
（千円）

第65期
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

勤務費用 40,997 42,270

利息費用 6,989 5,227

期待運用収益 △7,261 △8,192

数理計算上の差異の費用処理額 18,655 18,547

確定給付制度に係る退職給付費用 59,380 57,852

　

　(5) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

第65期
(平成27年３月31日)

第66期
(平成28年３月31日)

債券 52% 35%

株式 22% 18%

一般勘定 20% 6%

その他 6% 41%

合計 100% 100%

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

　(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎
第65期

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第66期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

割引率 1.02% 0.72%

長期期待運用収益率 2.00% 2.00%

予想昇給率 3.25% 3.25%
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　３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、第65期36,176千円、

第66期29,133千円であります。

　(1) 複数事業主制度の積立状況に関する事項

（千円）
第65期

平成26年３月31日現在
第66期

平成27年３月31日現在

年金資産の額 126,998,264 141,419,876

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額
146,473,369 157,293,942

差引額 △19,475,104 △15,874,065

　(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

　第65期 0.6％（平成26年３月分）

　第66期 0.6％（平成27年３月分）

　

　(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（第65期21,774,356千円、第66期

21,107,838千円）及び財政上の不足金または剰余金（第65期 剰余金△2,299,251千円、第66期 剰余金△

5,233,772千円）であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「電気・電子」及び「超硬合金」の２つを報告セグメン

トとしております。

「電気・電子」は、タングステン・モリブデン製品、タングステン合金、自動車用電極等その他の製品の製造及び

販売を行っております。「超硬合金」は、鉱山都市土木用工具、超硬合金製品等の製造及び販売を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。

セグメント間の振替高は製造原価に基づいております。

決算短信（宝印刷） 2016年05月12日 15時18分 22ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



東邦金属株式会社(5781) 平成28年３月期 決算短信

21

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

第65期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 3,346,900 417,491 3,764,391 － 3,764,391

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 1,073 1,073 △1,073 －

計 3,346,900 418,564 3,765,464 △1,073 3,764,391

セグメント利益 52,241 20,675 72,917 － 72,917

セグメント資産 3,194,408 415,325 3,609,733 992,569 4,602,302

その他の項目

減価償却費 73,295 16,650 89,946 － 89,946

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

114,951 8,115 123,067 － 123,067

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。

第66期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 2,890,700 424,464 3,315,165 － 3,315,165

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 11 11 △11 －

計 2,890,700 424,476 3,315,177 △11 3,315,165

セグメント利益又は損失（△） △82,109 8,202 △73,906 － △73,906

セグメント資産 2,985,763 377,235 3,362,998 828,783 4,191,782

その他の項目

減価償却費 88,316 17,177 105,494 － 105,494

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

79,580 7,893 87,473 － 87,473

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。
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(持分法損益等)

持分法を適用する関連会社がないので、該当事項はありません。

(１株当たり情報)

項目 第65期 第66期

１株当たり純資産額 91.13円 85.60円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）
3.12円 △2.51円

(注) １ 第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　 第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、また、１株当たり

　 当期純損失金額であるため、記載しておりません。

２ 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

第65期 第66期

純資産の部の合計額(千円) 2,114,022 1,985,633

普通株式に係る純資産額(千円) 2,114,022 1,985,633

普通株式の発行済株式数(株) 23,380,012 23,380,012

普通株式の自己株式数(株) 181,498 183,409

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(株)

23,198,514 23,196,603

(2) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）

第65期 第66期

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）
(千円)

72,474 △58,283

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純
損失金額（△）(千円)

72,474 △58,283

普通株式の期中平均株式数(株) 23,200,278 23,197,293

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円)
対前期増
減率(％)

電気・電子 2,989,130 △9.5

超硬合金 406,242 △5.9

合 計 3,395,373 △9.1

　（注）１ 金額は平均販売価格によっております。

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。

３ 記載金額には消費税等は含まれておりません。

４ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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② 受注実績

当事業年度における受注実績及び受注残高をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
対前期増
減率(％)

受注残高(千円)
対前期増
減率(％)

電気・電子 2,930,569 △9.8 143,905 △29.8

超硬合金 430,774 3.5 29,683 217.4

合 計 3,361,344 △8.3 173,588 △19.0

　（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 記載金額には消費税等は含まれておりません。

３ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　

③ 販売実績

　 当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 品 種 販売高(千円)
対前期増
減率(％)

電気・電子

　タングステン製品 728,095 0.0

　モリブデン製品 867,260 △7.9

タングステン・モリブデン製品計 1,595,355 △4.4

合金及び電気・電子部品 528,292 15.4

その他の製品 767,052 △37.1

電気・電子合計 2,890,700 △13.6

超硬合金 超硬合金製品 424,464 1.7

合 計 3,315,165 △11.9

　（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　 ２ 記載金額には消費税等は含まれておりません。

　 ３ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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